
 

 

 

米朝首脳会談を受けて（党声明） 

 

平成 30年 6月 12日 

幸福実現党 

 

このたび、米朝首脳会談で、北朝鮮が朝鮮半島の完全な非核化に向けて取り組むことなどで合意がな

されました。北朝鮮の非核化に向けたトランプ米大統領の努力は評価いたしますが、合意内容は極めて

大括りであり、非核化の手順も今後の協議に委ねられているのが実情です。査察の徹底や非核化の費用

負担のあり方も含め、合意の履行には十分な注視が必要となるほか、米朝合意が北朝鮮に対し、さらな

る軍事開発やトランプ米大統領退任までの時間稼ぎを許すことになりかねない危惧もあります。 

 

北朝鮮はわが国を射程に収める弾道ミサイルを数百基実戦配備しているとみられるだけに、日本の安

全確保のためには、核や生物・化学兵器といった大量破壊兵器や、あらゆる射程の弾道ミサイルなどの

完全かつ検証可能で不可逆的な廃棄が不可欠です。北朝鮮問題解決のため、日本政府として実効ある対

北制裁措置を講じるとともに、米政権に対して、北朝鮮の完全武装解除に向け、軍事圧力をかけつつ、

経済制裁を実施し続けるよう求めるべきです。また、拉致問題を抱える日本が主導し、拉致や政治犯収

容所など、非道極まる人権問題の解決を北朝鮮に迫るべきと考えます。 

 

地域の安定を大きく脅かすのは北朝鮮に限りません。強大な軍事力を背景に対外膨張を図る中国を抑

止するとともに、その人権抑圧的な体制を改めさせることは、地域の平和確保のための最重要課題とな

っています。 

 

こうしたなか、国の独立や国民の生命・安全を守り抜くには、日米同盟を強固なものとしつつ、独立

主権国家として「自分の国は自分で守る」体制構築を早急に図らねばなりません。国防の手足を縛る憲

法 9条の改正、防衛費の倍増による防衛装備の充実強化などに取り組み、抑止力を抜本的に強化すべき

です。また、憲法改正には一定の時間を要することから、有事の際、自衛隊による拉致被害者救出を可

能にするためにも、政府には、北朝鮮など「平和を愛する諸国民」とは言えない国家に対する憲法 9条

の適用除外を決定するよう求めます。加えて、戦略的な外交の展開により、日本として地域の平和構築

に貢献するとともに、自由や民主、信仰といった価値が広く守られる世界の実現に寄与すべきだという

のが、わが党の考えです。 

 

この国を守り抜くとともに、日本を地域の平和や繁栄の実現に貢献できる国家へと新生させるべく、

わが党は引き続き力を尽くす決意です。 

 

以上 


